
為替週間展望＝ドル円は上昇基調が継続して一段高か

　　　　　　　　　　［１０月２４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    10 月 17 日～ 10 月 21 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  148.71   150.45(21)    148.19(18)    150.39   +1.72

ユーロ・ドル  0.9719   0.9876(18)    0.9711(17)    0.9770   +0.0048

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    26,890.58     -200.18     日本10年債利回り   0.251    0.000

ダウ平均株価    30,333.59     +698.76     米10年債利回り     4.228   +0.210

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２４日　独１０月製造業ＰＭＩ速報値、独１０月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏１０月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１０月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英１０月製造業ＰＭＩ速報値、英１０月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　米１０月製造業ＰＭＩ速報値、米１０月サービス業ＰＭＩ速報値

２５日　独１０月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米８月住宅価格指数、米８月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米１０月消費者信頼感指数

２６日　豪９月消費者物価指数、豪第３四半期消費者物価指数

　　　　日本８月景気動向指数改定値

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　米９月新築住宅販売件数

２７日　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　米第３四半期ＧＤＰ速報値

　　　　米９月耐久財受注速報値、米新規失業保険申請件数

２８日　日本９月雇用統計、日本９月有効求人倍率

　　　　豪第３四半期生産者物価指数

　　　　日銀金融政策決定会合（２７～２日）・金融政策発表、展望レポート発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　スイス１０月ＫＯＦ先行指数

　　　　独第３四半期ＧＤＰ速報値、独１０月消費者物価指数

　　　　米９月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ

　　　　米９月個人所得・個人支出、米第３四半期雇用コスト指数

　　　　米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】強い米消費者物価指数の結果を受けて、ＦＲＢは一段と利上げ姿勢

を強めるとみられる。一方で、日銀は緩和姿勢を継続しており、ドル円は上昇基調で推

移しそうで、介入警戒感や実際の円買い介入により、ドル円が一時的に下落しても、緩

やかに上値を追う流れは継続するとした。

　　　　

【ドル円は１５０円の節目を上抜く】

　１０月１４日に発表された米１０月シガン大学消費者信頼感指数速報値は市場予想を

上回った。また、消費者の予想インフレ率が１年先も５年先も予想を上回った。米連邦

準備制度理事会（ＦＲＢ）による積極的な金融引き締めにつながるとの見方から、ドル

買い円売りにつながり、ドル円は１４８円台後半まで上昇した。

　　

　ＦＲＢによる利上げ継続姿勢に加えて、日銀は金融緩和策を維持しており、ドル円は
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ドル買い円売りの流れが継続して１７日には１４９円台に乗せた。政府・日銀による介

入警戒感も高まっており、１８日には１４９円台前半から一時１４８．１９近辺まで急

落する場面も見られた。ただ、その後はすぐに値を戻している。１９日のＮＹ市場では

１４９．９０台後半まで上昇した。

　　

　２０日のロンドン市場で一時１５０円台に乗せた。その後は荒れた動きとなって１４

９円台半ばまで調整したものの、ＮＹ時間に再び上げに転じて１５０．２０台まで上昇

した。ハーカー米フィラデルフィア連銀総裁が「インフレ抑制が不十分で失望してい

る」「年末までに政策金利を４％を大きく上回る水準まで引き上げるだろう」との認識

を示して、米１０年債利回りが４．２％台まで上昇したことなどが背景にある。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは次回１１月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）での

０．７５％の利上げ確率は９８％前後で推移しており、ほぼ確実視な状況とみられる。

１２月の会合では、０．７５％の利上げ確率は７５％前後ながら、０．５０％の利上げ

確率は２４％前後となっている。今後の米経済指標の動向に左右されやすい展開なが

ら、１２月の会合でも０．７５％の利上げの可能性は高いとみられる。

　　

　１０月２４日の週のイベントでは、２７～２８日の日銀金融政策決定会合がある。引

き続き緩和的な金融政策に変更はないとみられ、円売りにつながりやすい展開か。経済

指標では、米国で２８日に第３四半期の米ＧＤＰ速報値が発表される。事前予想では前

期比年率＋２．２％となっており、第２四半期ＧＤＰ確報値の－０．６％からプラス転

換する見通し。２８日の米９月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータやＰＣＥコアデフレ

ータも注目される。インフレ率の高止まりが継続すると、１２月以降の積極的な利上げ

観測につながり、米長期金利の上昇やドル高につながりそうだ。

　　

　ＦＲＢによる積極的な利上げ姿勢と、金融緩和を継続する日銀のスタンスの違いによ

り、ドル買い円売りの動きに傾きやすく、ドル円は上昇基調で推移するとみられる。介

入警戒感から上値を抑えられる可能性はあるものの、ドル円は上昇基調が継続して一段

高が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１４７．００～１５２．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２４日に米１０月製造業ＰＭＩ速報値、

米１０月サービス業ＰＭＩ速報値、２５日に米８月住宅価格指数、米８月Ｓ＆Ｐケース

シラー住宅価格指数、米１０月消費者信頼感指数、２６日に日本８月景気動向指数改定

値、米９月新築住宅販売件数、２７日に米第３四半期ＧＤＰ速報値、米９月耐久財受注

速報値、米新規失業保険申請件数、２８日に日本９月雇用統計、日本９月有効求人倍

率、日銀金融政策決定会合（２７～２８日）・金融政策発表、黒田日銀総裁記者会見、

米９月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ、米９月個人所得・個人支出、米第３四半期

雇用コスト指数、米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは安値圏でのもみ合いか】

　ユーロドルは０．９６～０．９８台でのもみ合いが続いている。欧州中央銀行（ＥＣ

Ｂ）による大幅な利上げ観測はプラス要因となるものの、ウクライナ戦争の長期化によ

るユーロ圏の天然ガスなどのエネルギー資源の確保の問題やユーロ圏の景気減速への警

戒感がユーロドルの上値を抑える。

　　

　ユーロ圏ではインフレ圧力が強い中、景気後退への警戒感が根強いことで、ユーロド

ルは上値を伸ばしにくく、レンジ相場での推移となりそうだ。ユーロドルの目先の予想

レンジは、０．９６００～１．００００ドル。

　　

　１７日に英トラス政権が政権発足後に打ち出していた大規模な減税策のほぼすべてを

撤回すると表明したことで、英国での金融市場の混乱が落ち着くとの見方から、ポンド

ドルやポンド円は堅調な動きを見せた。ポンドドルは一時１．１４台前半まで上昇、ポ

ンド円１７０円台に乗せた。ただ、買いが一巡すると、いずれも高値圏から伸び悩んで

いる。

　　

　トラス英首相は２０日に辞任を表明した。大型減税を打ち出したものの、財政悪化へ

の警戒感から市場が混乱することとなった。今後は英国の金融市場への過度な警戒感が

後退して、ポンドドルは落ち着きを取り戻すかが注目される。材料次第では再び売りに

押される可能性もあり、上値の重い展開か。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．１



０００～１．１５００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２４日に独１０月製造業ＰＭＩ速報値、独

１０月非製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１０月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１０月非

製造業ＰＭＩ速報値、英１０月製造業ＰＭＩ速報値、英１０月非製造業ＰＭＩ速報値、

２５日に独１０月ＩＦＯ景況感指数、２６日に豪９月消費者物価指数、豪第３四半期消

費者物価指数、カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利、２７日に欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策

金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、２８日に豪第３四半期生産者物価指数、スイス１

０月ＫＯＦ先行指数、独第３四半期ＧＤＰ速報値、独１０月消費者物価指数などがあ

る。
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